
令和８年６月 

「特定多国籍企業グループ等報告事項等の記載要領」の改訂について 

 

今般、「情報交換により受領する国又は地域」欄に記載することができる国又は地域の名

称について明確にする等のため、「特定多国籍企業グループ等報告事項等の記載要領」の「Ⅲ 

第２ 各欄の記載方法」について、次の改訂を行いました。 

（改訂の内容） 

１ 1.1.6 について、適格当局間合意のない国又は地域の名称を当該国又は地域のローカル

ファイリング免除規定の取扱いを確認した上で記載した場合であっても、情報交換は有

効な当局間合意に基づいて行うこととなる旨を追記しました。 

２ 1.4.4※１⑶について、各対象会計年度の国際最低課税残余額に対する法人税に相当す

る税を課することとする国又は地域が課税権を有する場合の記載の見直しを行いました。 

 

なお、令和６年４月１日以後に開始する対象会計年度分の特定多国籍企業グループ等報

告事項等については、改訂後の「特定多国籍企業グループ等報告事項等の記載要領」によっ

てください。 


